
 

Ｂ 地域点数審査調書に係る必要書類 

 

 

  

審 査 項 目      

 

             

添付又は提示するものの内容                 

 

１ 工事成績評定  

平成２３年度（平成 23年４月１日から平成 24年３月 31 日）に完成検査 

を受けた高知県発注工事に係る成績評定通知書(写)を添付。 

 ※土木一式工事、建築一式工事のみ 

 

 

 

２ ISO(国際標準化   

機構 )のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃ

ﾑの登録、ｴｺｱｸｼｮﾝ

21 の認証・登録  

  ＩＳＯについては、登録証(写)と定期審査報告書(写)、エコアクション 

２１については認証・登録証(写)を添付。 

 

 

 

 

３ 次世代育成支援企業

認証等の取得 

 

 次世代育成支援対策推進法に基づく基準適合一般事業主認定通知書（写）ま

たは高知県次世代育成支援企業認証書（写）を添付。 

 

 

 

 

 

４安全対策 

 

建設業労働災害防止協会に加入していることを証明する書面（原本）を提示。 

 

（注意）項番５～14に係る書類等については、土木工事業を申請する場合のみ必要です。 

 

５ 土木工事業の監  

  理技術者資格者  

数  

  土木工事業に係る監理技術者資格者証(写)及び監理技術者講習修了証(写)

を提示。 

 

 

 

 

 

６ 土木技術の研修 
  土木施工管理技士会の学習履歴証明書を提示。（※証明書の内容は審査基準

日である平成２４年１０月１日以前５年間であること） 

 

 

 

７ 土木一式工事に  

    係る特許権・実  

  用新案権の取得  

登録を証明する書面(写)を添付。 

 

 

 

 

 

８  公共工事元請完  

  成工事高  
  審査基準決算の変更届出書を提示。 

 

 

 

９ 指名停止  
  審査基準日前の１年間（平成 23年 10月１日～平成 24 年９月 30 日）におい

て開始した指名停止通知書(写)を提示。 

 

 

 

10 従事職員数  

  

採用年月日を確認するための資料（雇用保険、社会保険被保険者証等）を

提示。日給者については審査基準日前の１年間（平成 23 年 10 月１日～平成

24 年９月 30 日）の勤務日数のわかるものを提示。 
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11 障害者雇用 

 

雇用期間が１年を超える障害者について、障害者手帳(写)、療育手帳(写)

及び精神障害者保健福祉手帳（写）を提示。 

 雇用率確認のため、労働局へ提出する「障害者雇用状況報告書」(事業主

控)(写)を添付。 

 

12 災害協力 

 

・平成２２年度及び２３年度に発行された高知県の緊急工事発注依頼書(写) 

を添付。 

・社団法人高知県建設業協会が運営する GPS 携帯による災害情報共有システ

ムの協力企業として登録していることを証明する書類（当該団体の証明書） 

を提示。 

・国又は市町村（消防団の事務を処理する一部事務組合等を含む。）が実施す

る消防団協力事業所表示制度の認定を受けていることを証明する書類の提示。 

 

13  県産品の使用 

 

平成２３年度に完成した工事の施工計画書別添様式「主要材料」(写)

を添付。 

 

14  地域ﾎﾞﾗﾝﾃｲｱ 

 

平成２３年度の活動実績報告書(写)を添付。 

 

 



高知県建設工事入札参加資格審査における地域点数算定方法等要領 

（趣 旨） 

第１ 「高知県建設工事競争入札参加資格審査要綱」第３条に基づき、地域点数の審査項目、算定方法等に 

ついて定める。 

 

（審査項目及び地域点数の算定方法） 

第２ 地域点数は、次に掲げる審査項目について算定した評価点の合計値とする。 

    一 工事成績評定 

   二 優良工事表彰 

   三 監理技術者資格者数 

四 技術研修の実施 

五 特許権、実用新案権の取得 

六 安全対策 

七 公共工事元請完成工事高 

八 工事施工能力評定 

九 指名停止 

十 ＩＳＯのマネジメントシステム審査登録等 

十一 次世代育成支援企業認証等の取得 

十二 従事職員数 

十三 障害者雇用 

十四 災害協力等 

十五 県産品の使用 

十六 地域ボランティア 

 

（各審査項目の評価点の算定方法） 

第３ 各審査項目の評価点の算定方法は、次のとおりとする。 

  １ 技術に優れた企業に対する評価 

    （１）工事成績評定（土木一式工事、建築一式工事に適用） 

高知県建設工事検査規程第１３条の規定に基づいて実施された、前年度及び前々年度の各工

事成績評定における評定点の平均点（小数点以下切り捨て）を、次の表に当てはめ、評価点と

する。 

          なお、工事成績評定の件数が１件の場合は 0.5を、２件の場合は 0.7を当該評価点に乗じて

（小数点以下切り捨て）評価点とする。ただし、減点には乗じない。 

 

      工事成績評定  評価点 工事成績評定  評価点 

 80点以上  ＋ 120 64 点  －   6 

 79 点  ＋ 108 63 点  －  12 

 78 点  ＋  96 62 点  －  18 

 77 点  ＋  84 61 点  －  24 

 76 点  ＋  72 60 点  －  30 

 75 点  ＋  60 59 点  －  36 

 74 点  ＋  54 58 点  －  42 

 73 点  ＋  48 57 点  －  48 

 72 点  ＋  42 56 点  －  54 

 71 点  ＋  36 55 点  －  60 

 70 点  ＋  30 54点以下  － 120 

 69 点  ＋  24  

 68 点  ＋  18  

 67 点  ＋  12  

 66 点  ＋   6  

 65 点       0  
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    （２）優良工事表彰（土木一式工事に適用）                                                 

                当該年度に高知県優良建設工事施工者表彰（土木工事に限る。）を受けている場合は、件数に      

次の点数を乗じた値を評価点とする（上限は 50点とする。）。 

    表彰の種類    点数  

 高知県知事賞  １件 25  

      優良賞  １件 15  

 

       （３）監理技術者数（土木一式工事に適用） 

               入札参加資格審査基準日において、継続雇用期間が６ヶ月を超え、過去５年以内に監理技術

者講習を受講している監理技術者（土木一式工事に限る。）について、人数に１点を乗じた値

を評価点とする（上限は 50点とする。）。 

 

       （４）技術研修の実施（土木一式工事に適用） 

               入札参加資格審査基準日において、社団法人全国土木施工管理技士会連合会の「継続学習制       

度（土木施工管理／ＣＰＤＳ）」における登録学習単位数について評価する。 

          従事職員の登録学習単位数の合計単位数を６単位（ＵＮＩＴ）で除し（小数点以下切り捨て）、      

１点を乗じた値を評価点とする（上限は 20点とする。）。 

 

       （５）特許権、実用新案権の取得（土木一式工事に適用） 

入札参加資格審査基準日において、建設業者が、土木一式工事に係る特許権、実用新案権を

取得している場合は、取得件数に２点を乗じた値を評価点とする（上限は 20点とする。）。 

 

    （６）安全対策（全業種に適用） 

        入札参加資格審査基準日において、建設業労働災害防止協会に加入している場合は、評価点

５点とする。 

 

２ 経営に優れた企業に対する評価 

       （１）公共工事元請完成工事高（土木一式工事に適用） 

               前年度の公共工事元請受注完成工事高（土木一式工事に限る。）を 1,000 万円で除し（小数

点以下切り捨て）、１点を乗じた値を評価点とする（上限は 30点とする。）。 

 

       （２）工事施工能力評定（土木一式工事、建築一式工事以外の工事に適用）                     

              直近の経営事項審査の建設工事の種類別年間平均完成工事高に係る X1評点に 0.1を乗じた

値を評価点とする（小数点以下切り捨て）。ただし、年間平均完成工事高が 1,000万円未満に

ついては対象としない。                                    

 

       （３）指名停止（土木一式工事に適用） 

                入札参加資格審査基準日前１年間（前年１０月１日から当年９月３０日）において、高知県       

建設工事指名停止等措置要綱に基づく指名停止が開始した場合は、当該指名停止期間を１月で       

除し、－10 点を乗じた値を評価点とする。なお、停止期間が１月未満の端数は、１月とする       

（下限は－60点とする。）。 
 
    ３ 社会と地域に貢献する企業に対する評価 

    （１）ＩＳＯのマネジメントシステム審査登録等（全業種に適用） 

入札参加資格審査基準日において、ＩＳＯ（国際標準化機構）の環境マネジメントシステム 

（ISO14000シリーズ）の審査登録又は（財）地球環境戦略研究機関が実施する「エコアクシ 

ョン２１」の認証・登録を受けている場合は、評価点 20点とする。ただし、審査基準日の直 

近の８月末までに到来した決算の経営事項審査において、ISO14000シリーズの登録が有りと 

して評価されている場合の評価点は 13点とする。 
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       （２）次世代育成支援企業認証等の取得（全業種に適用） 

       入札参加資格審査基準日において、次世代育成支援対策推進法に基づく基準適合一般事業主

に認定されている場合、又は高知県次世代育成支援企業認証制度要綱に基づく高知県次世代育

成支援企業認証を取得している場合は、評価点 20点とする。 

 

（３）従事職員数（土木一式工事に適用）                                                    

               従事職員数に１点を乗じた値を評価点とする（上限は 50点とする。）。ただし、入札参加資

格審査基準日において、１年を超えて継続して雇用している常勤の従事職員とする。                      

 

（４）障害者雇用（土木一式工事に適用） 

             法定雇用率（1.8%）を超えて、若しくは雇用義務のない建設業者（常用雇用労働者数 56

人未満の建設業者）が障害者を雇用している場合は、評価点 20点とする。ただし、入札参加

資格審査基準日において、１年を超えて継続して雇用している身体障害者、知的障害者及び

精神障害者とする。 

               なお、当該障害者については、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律 123

号）に基づき判断する。 

 

       （５）災害協力等（土木一式工事に適用） 

       ア   前年度及び前々年度において、県の要請（緊急発注依頼書）に基づいて災害時の復旧工

事等に貢献した場合は、１件につき評価点４点とする（上限は 20点とする。）。 

       イ  入札参加資格審査基準日において、「大規模災害発生時における支援活動に関する細目

協定」に基づき、社団法人高知県建設業協会が運営する GPS携帯による災害情報共有シス

テムの協力企業として登録している場合は、評価点 10点とする。 

       ウ  入札参加資格審査基準日において、国又は市町村（消防団の事務を処理する一部事務組

合等を含む）が実施する「消防団協力事業所表示制度」の認定を受けている場合は、評価

点 10点とする。 

 

       （６）県産品の使用（土木一式工事に適用） 

前年度に完成した県発注工事において、高知県内産の木材又はコンクリート二次製品を使用

した場合は、工事１件につき評価点４点とする（上限は 20点とする。）。 

 

       （７）地域ボランティア（土木一式工事に適用） 

                前年度において、県のふれあいの道づくり支援事業の支援対象者（ロードボランティア）と

して認定を受け、活動を行った場合は、１回の活動につき評価点２点とし、県の海岸緊急清掃

事業参加団体（ビーチボランティア）の認定を受け事業に参加した場合は、１回の参加につき

評価点４点とする（上限は 20点とする。）。 

 

（必要書類） 

第４  地域点数の審査に必要な書類は、地域点数審査調書（別記１号様式）及び同調書に記載の書類とする。 

 

 附 則 

（施行日） 

 この要領は、平成１６年１０月１日から施行し、平成１７年度資格者名簿への登載のための資格審査から

適用する。 

 

 附 則 

（施行日） 

 この要領は、平成１７年１０月１日から施行し、平成１８年度資格者名簿への登載のための資格審査から

適用する。 

 

 

 



附 則 

（施行日） 

 この要領は、平成１８年１０月１日から施行し、平成１９年度資格者名簿への登載のための資格審査から

適用する。 

 

附 則 

（施行日） 

 この要領は、平成１９年１０月１日から施行し、平成２０年度資格者名簿への登載のための資格審査から

適用する。 

 

附 則 

（施行日） 

 この要領は、平成２２年１０月１日から施行し、平成２３年度資格者名簿への登載のための資格審査から

適用する。 

 

附 則 

（施行日） 

 この要領は、平成２３年１０月１日から施行し、平成２４年度資格者名簿への登載のための資格審査から

適用する。 




